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近年、日本においても企業の社会的責任（CSR）に対する関心が高まっている。しかし、現状

では、CSR の活動が個々の企業、労働組合においてどのように取り組まれているのかは、必ずし

も明らかになってはいない。連合総研は、現在の日本における「企業の社会的責任」を明らかに

するとともに、そのあるべき基準を企業に実践させるために労働組合がなすべき役割について検

討を行うことを目的に、2005 年 1 月、「企業の社会的責任と労働組合の課題に関する研究委員会」

を設置した。そして、上記課題に対して、労働組合、企業に対するアンケート調査を実施した。 

調査対象は、2003 年「連合第 8 次雇用実態調査」において、企業の CSR 対策に何らかのかか

わりをもっていると回答した労働組合を中心に抽出した総計 1242 の企業別組合と、その企業

（CSR 担当部署）である。有効回収数は、組合アンケートで 558 件（有効回収率 44.9％）、企業

アンケートで 378 件（同 30.4％）であり、以下のような調査結果を得た。 

・CSR の取り組み状況：回答企業の約半数が CSR を「取り組み進行中」、残り半数が準備・初期

段階。労働組合の 9 割は CSR で協議・話合い、また 6 割は「何らかの活動を実施中」 

・企業及び労働組合が CSR と考える項目：企業では「コンプライアンス」「環境保全」「社会

貢献」、組合では「コンプライアンス」「労働関係法律事項」が多い 

・企業の「熱心な取り組み」項目と労働組合の発言項目：取り組み中の企業は、「法令遵守」

「環境保全」を重視。活動中の組合は、「法令遵守」と雇用延長・育児休業など『労働関連

CSR』の実現を要求 

・企業が CSR に取り組む理由・動機：企業の CSR 取り組みの動機は「企業不祥事の防止」「企

業のイメージアップ」と「企業市民としての責務」 

・CSR を果すための企業組織、制度の有無：取り組み中の企業は、「社内通報システム」「主管

する役員」「横断的 CSR 委員会」を整備 

・CSRを果すための有効な仕組み：労使とも「一般社員の研修制度」「専門部署の設置」を指摘 

・CSR の責任を果たすための組合の役割：企業、組合ともに「会社と一緒になって取り組む」

が半数強、「異なる観点から意見を」が 4割 

・CSR の展開と労働組合の活動：企業の CSR 展開のなかで、CSR 活動中の労働組合を中心にし

て労働関係の協議事項で要求が前進 
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